
○外部評価の実施状況：山形県行政支出点検・行政改革推進委員会「事務事業評価部会」を9/9、9/13に開催し、外部評価を実施
○外部評価結果の区分：(1)廃止又は大幅な見直し、(2)より効果的・効率的な事業実施に向けて見直し、(3)成果検証を行いつつ事業継続

事業費 一財 評価結果 主な意見

1 総務 公舎建設事業費 総合支庁の公舎修繕 31,923 31,923
(3)成果検証
を行いつつ
事業継続

○

○

○

今後も県有財産総合管理基本方針に基づき、公舎の集約や指定解除を引き続き計画的に進め、入居する職員が
より快適で充実した環境で生活できるような施策を講じること。

入居率が67％と低い状況にあるため、今後は、入居率や施設のニーズを詳細に把握し、より効率的な公舎運営を
進めること。

現在の公舎維持管理に加えて、民間のアパートや建物の活用を検討することにより、管理コストや事務作業の削
減を検討する余地もあると考えられるので、公舎の効率的な運用とともに、民間施設の利用も視野に入れて進め
ていくこと。

2 企画
グローバル化推進事
業費

国内外の経営者や政治家、学生等と県内の若者等が交流を深め
ながら、グローバルな課題について議論する「Japan Young
Leaders Summit」の開催

19,101 9,613

(2)より効果
的・効率的な
事業実施に
向けて見直
し

○

○

○

現在の事業運営はデジタル田園都市国家構想交付金を受けているが、今後は市町村、民間からの協賛金を募る
など、県の予算だけに頼らない形で事業を進める方法も検討すること。

英語字幕の導入等、外国人の参加者を増やす取組みを検討すべきである。

PR活動を強化し、参加者層を拡大することが求められる。特に、高校生や大学生の起用によって若者の視点を反
映させることが、事業の効果向上につながると期待される。

3 環エネ
イノシシ等鳥獣被害緊
急対策事業費

イノシシの生息域の拡大に伴い、農作物被害が広域化し、農作物
被害額が急増している。このため、電気柵設置等に加え、イノシシ
等の緊急対策を実施し、県全域で総合的な対策を充実

12,102 6,481
(3)成果検証
を行いつつ
事業継続

○

○

○

モデル事業としてドローンやICTを活用し、集落環境の点検や罠の見回りの省力化が行われている。これらの技術
は非常に有効であり、今後は県全域での展開と周知啓発が必要である。

狩猟者の高齢化と減少が深刻な課題であり、若い世代への狩猟への関心を喚起する施策が必要である。SNSや
アウトドアブームを活用したアプローチ、イベントの開催を通じて狩猟者を増やすことが期待される。

若年層の狩猟者を増やすためには、経費面での負担を軽くするような支援が重要である。

4 子育て
やまがたハッピーライ
フプロジェクト事業費

① 「やまがたハッピーサポートセンター」の運営費負担金
② 本県の子育て環境や支援制度をイベントやＳＮＳを活用して情
報発信

50,230 17,857
(3)成果検証
を行いつつ
事業継続

○

○

○

AIマッチングシステムの導入により、自宅にいながらスマートフォンを使ったマッチングシステムの利用が可能にな
るなど、利便性が大幅に向上し、お見合いの組数が増加したことは評価できる。

若年層の結婚意識が変化し、特に女性の登録者数が少ないことが課題となっている。これに対して、成人式やライ
フデザインセミナーなどを活用し、幅広い層へのアプローチが必要である。

商工会議所などの構成団体との連携が重要であり、これらの団体が行うイベントでの情報発信や婚活支援の機会
を活用することで、さらなる成果を期待したい。

外部評価結果（部会意見）

事務事業の見直し・改善　外部評価結果

No 部 事業名 事業概要
予算額(千円)
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事業費 一財 評価結果 主な意見

外部評価結果（部会意見）
No 部 事業名 事業概要

予算額(千円)

5 産労
ものづくり産業新活力
創出事業費

①有機エレクトロニクスの事業進捗支援のためのコーディネータの
配置
②県内企業による有機ＥＬ照明製品の量産化や有機エレクトロニク
ス関連製品の試作等への支援

25,169 21,569
(1)廃止又は
大幅な見直
し

○

○

○

共同研究や量産化・製品化といった具体的な成果については、十分に達成されていない部分があり、課題がある。
これまで多くの予算が投入されてきたことを踏まえ、研究分野としての重要性は引き続き高いものの、予算の適正
な執行と事業全体の見直しが必要。

時間の経過とともに、経済環境や技術の進展により、有機エレクトロニクスの活用方法も変化しており、そうした変
化に対応するため、新しい方向性を見つけていくことが重要である。

特定の研究シーズを展開していくことの難しさもあるため、より柔軟で、特定の研究シーズに限定されない仕組み
を構築するなど、今後の発展的な展開が必要。

6 産労
若年者ＵＩターン人材
確保対策事業費

ホームページ「やまがた２１人財バンク」による求人・求職情報を公
開し、高度人材を誘致

5,370 5,370
(1)廃止又は
大幅な見直
し

○

○

○

企業は民間等、多様な求人サイトを活用している現状がある。求職者も同様に民間の複数の求人サイトを利用し
ており、企業側からは「そちらのほうが早い」という意見も見受けられることから、本事業が求人手段として、どの程
度機能しているかを、しっかりと検証する必要がある。

委託先の公益法人は企業との密接な連携を活かし、求人内容や賃金設定の助言など、企業に具体的なアドバイ
スを提供し、就職に繋げるコンサルティング的役割を強化すべきである。

求職者の多くが委託先に就職しており、これは事業の本来の趣旨とは異なる部分があるため、事業内容の見直し
を行う必要がある。

7 観光 観光連携推進事業費
山形県観光物産情報センター（北海道支部）の運営費等、県観光
物産協会が実施する本県の観光振興を図る事業への支援

13,194 13,194
(1)廃止又は
大幅な見直
し

○

○

○

観光情報の入手方法がインターネット中心になっており、北海道支部の重要性が薄れていることから、北海道支部
の廃止や再編を含めた見直しを一定の期限を設けて進めていくこと。

YouTubeでの芸能人による山形県の食べ物や文化紹介が首都圏や東北からの観光客増加に繋がっているような
状況も見受けられることから、今後はSNSでの発信の強化を検討すること。

インバウンド観光の成長余地が大きいため、インバウンドの視点も取り入れ、観光商品の高付加価値化を図るこ
と。

8 観光 文化財保護事業費
「未来に伝える山形の宝」として登録された文化財の保存・修理や
文化的景観の整備等への補助

7,074 7,074

(2)より効果
的・効率的な
事業実施に
向けて見直
し

○

○

○

文化的景観への補助率が高めに設定されている点について、他の文化財への補助制度との公平性を考慮し、積
極的な見直しが必要である

文化的景観としての価値は理解するが、各市町村がまちづくりの一環として主体的に取り組む要素も強いことか
ら、市町村の負担を増やすことも検討すべきではないか。

文化的景観への補助については、現在、対象市町村が固定化しており、市町村のバランスを欠いていること、平成
23年の制度開始から時間も経過していることから見直しが必要である。
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事業費 一財 評価結果 主な意見

外部評価結果（部会意見）
No 部 事業名 事業概要

予算額(千円)

① 最上丸を活用した沿岸部におけるスルメイカなどリアルタイム
漁場データの共有化

5,309 5,309
(1)廃止又は
大幅な見直
し

○

○

効率的な漁業の実施にはデータの活用が重要であるが、モデル事業であり、最上丸の運営においても燃料費が
高騰しているなど、永続的な運用は難しいため、民間漁船にデータ収集機材を設置し、その情報の集約など新た
なデータ収集方法の仕組みを模索するべきであり、効率的な運用を検討する必要がある。

活動指標として「ホームページの更新回数」が設定されているが、「リアルタイムで伝えた回数」など、事業の趣旨
に沿った適切な活動指標を設定し、事業成果を正確に検証できるようにすること。

② 衛星リモートセンシングによる「つや姫」生育診断
③ IoT気象センサーを活用した降霜や病害予測の技術実証、パイ
プハウスの自動制御による省力化技術の実証

10,377 6,968
(1)廃止又は
大幅な見直
し

○

○

モデル事業であり、財源的にも見直しは避けられないものと考えている。実際の受益者である農家が自らシステム
を運用できる体制を整えることが理想であり、そのためにも長期的なビジョンを持って取組みを進めていくことが重
要である。

②と③が、「スマート農業の取組件数」という成果指標で一括りにされている点に疑問があり、それぞれの分野ごと
に具体的な目標値を設定するなど、事業成果を正確に検証できるようにすること。

④ やまがた農業リーダー育成塾 3,701 1,809

(2)より効果
的・効率的な
事業実施に
向けて見直
し

○

○

「やまがた農業リーダー育成塾」に関して、受益者負担の導入を検討し、受講料により財源確保と事業の持続性を
高めるべき。

将来的には、地域全体をまとめて地域農業を率いていくリーダーの育成が期待されている。そのためには、能力や
技術面での実力を確実に身につけることが重要であり、高齢化が進む中、今後も対応を進めるべきである。

10 農林
元気な地域農業担い
手育成支援事業費

新規就農者や女性農業者等多様な農業の担い手による意欲ある
取組みに対し、市町村と連携したハード・ソフト両面からのオー
ダーメイド支援（県1/3、市町村1/6）

41,384 20,692

(2)より効果
的・効率的な
事業実施に
向けて見直
し

○

○

様々な理由により、離農してしまう人もいるため、採択者の状況を的確にフォローアップし、事業の効果を継続的に
検証していくことが重要である。

補助金の上限額については、現場のニーズに応じた柔軟な調整を引き続き行っていくことが必要である。

11 農林
農業農村整備事業実
施計画費

国庫補助事業の土地改良事業の申請に必要な事業計画書の作
成経費への支援（補助率 農地整備事業：4/10、水利整備事業：
6/10）

42,140 42,140

(2)より効果
的・効率的な
事業実施に
向けて見直
し

○

○

水利整備事業においては、国の補助制度が活用されているため、現時点では県の負担がないが、今後の国の政
策変更に備え、事業終了後の対応を検討する必要がある。

今後の補助率の見直しの議論にあたっては、補助率が他県と比べて高い状況、これまでの補助の経緯等を踏まえ
て検討を行うこと。

○ 部局の内部評価の結果、これまでの取組みにより事業目的が一定程度達成できたと判断されることから、令和６年度で事業終了とし、外部評価は実施せず。

事業費 一財 評価結果 主な意見

1 産労
「日本一美酒県　山
形」推進プロジェクト
事業費

「日本一美酒県 山形フェア」開催に係る県負担金 10,000 5,000 ― ―

2 農林
農林水産デジタル化
推進事業費

⑤ トヨタ生産方式を活用した経営管理手法の導入支援や野菜・花
きの技術伝承に向けた篤農家の作業工程の動画作成・普及

4,143 1,942 ― ―

事業概要
予算額(千円) 外部評価結果（部会意見）

9 農林
農林水産デジタル化
推進事業費

No 部 事業名
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